
「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」認証事業 実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 日本における女性の社会参画は徐々に増加しているものの、世界的に見て低い水

準であり、国は成長戦略の中核に「女性の活躍」を位置付け、女性が働きつづけられるよ

うにするためには、企業の自主的な取組みを後押ししていくことが不可欠であるとしてい

る。 

大阪市においても、少子高齢化が一段と進行し超高齢社会を迎えている中、労働力人口

が減少し、現役世代の負担はさらに大きくなっているにもかかわらず、結婚や出産を機に

離職する女性が多く、女性の登用が進んでいる企業はまだまだ少ないという状況である。 

現役世代の活力の底上げと、経済活性化につなげるためにも、社会や職場の意識を変え、

女性の活躍の場を広げるとともに、女性がその能力を十分に発揮し、活躍できる環境整

備に取り組むことが、今求められている。 

そのため、法令の遵守に留まらず、「意欲のある女性が活躍し続けられる組織づくり」

「仕事と生活の両立（ワーク･ライフ･バランス）支援」「男性の家庭参画支援」について

積極的に推進する企業等を、本市が一定の基準に則り認証し、当該の企業等が社会的に認

知されることでその取組みが広く普及するよう、「大阪市女性活躍リーディングカンパニ

ー」認証事業を実施する。 

 

（対象） 

第２条 この事業の対象は、大阪市内に事業所を有し事業活動を行う企業等とする。但し、

企業等とは、会社や個人企業、財団･社団法人、協同組合、ＮＰＯ等で、常時雇用労働者

を有する場合に限る。常時雇用労働者は、次の各号のいずれかに当てはまるものをいう。 

（１） 雇用期間の定めのない労働者  

（２） 一定期間（１ヶ月、６ヶ月等）を定めて雇用されるものであっても、その雇用期間

が反復更新されて、事実上雇用期間の定めのない状態にあると認められるもの。  

（３） 日々雇用されるものであっても、雇用契約が日々更新されて事実上雇用期間の定め

のない状態にあると認められるもの。 

 

（認証申請） 

第３条 前条に該当し、認証を受けようとする企業等（以下「認証申請者」という。）は、

様式１「大阪市女性活躍リーディングカンパニー認証申請書」に所要事項を記載し、様

式２「女性活躍リーディングカンパニー・チェックシート」及び各事項を挙証する資料

を添付のうえ、本市へ申請する。 

２ 第４条第１項に基づき認証を受けた企業等が、同条第２項あるいは第３項に基づく認

証を受けようとするとき、同条第２項に基づき認証を受けた企業等が、同条第３項に基づ

く認証を受けようとするとき、及び同条第４項に基づき認証を受けた企業等が、同条第１

項から第３項までに基づく認証を受けようとする場合も、前項の規定を準用する。 

 



（審査及び認証） 

第４条 本市は、前条により提出された申請書類を審査し、別表に掲げる基準において、Ⅰ

～Ⅲを通し５項目以上で取組みが認められる場合に、認証申請者を「一つ星認証企業」と

して認証する。ただし、別表に掲げる基準において、〈ファーストステージ〉でⅠ～Ⅲを

通し３項目以上で取組みが認められる場合に限る。 

２ 本市は、前条により提出された申請書類を審査し、別表に掲げる基準において、〈ファ

ーストステージ〉でⅠ～Ⅲを通し５項目以上取組みが認められ、かつ、〈セカンドステー

ジ〉でⅠ～Ⅲを通し５項目以上取組みが認められる場合に、認証申請者を「二つ星認証企

業」として認証する。 

３ 本市は、前条により提出された申請書類を審査し、別表に掲げる基準において、〈ファ

ーストステージ〉でⅠ～Ⅲを通し８項目以上取組みが認められ、かつ、〈セカンドステー

ジ〉でⅠ～Ⅲを通し８項目以上取組みが認められる場合に、認証申請者を「三つ星認証企

業」として認証する。 

４ 本市は、前条により提出された申請書類を審査し、常時雇用する労働者の数が 300人以

下の企業等に限り、別表に掲げる基準において、〈ファーストステージ〉〈セカンドステー

ジ〉の別に関係なく、Ⅰ～Ⅲを通し３項目以上で取組みが認められる場合又は、２項目で

取組みが認められ、かつ、１項目以上について１年以内に取組みが認められる見込みのあ

る場合に、認証申請者を「チャレンジ企業」として認証する。 

５ 本市は、第１項から第３項までの規定により認証された企業等（以下「認証企業」とい

う。）に対し、様式３－１「大阪市女性活躍リーディングカンパニー認証書」（以下「認証

書」という。）を交付し、前項の規定により認証された企業（以下「チャレンジ企業」と

いう。）に対し、様式３－２認証書「チャレンジ企業」を交付する。 

  また、認証企業及びチャレンジ企業（以下「認証企業等」という。）は、本市ホームペ

ージで公表する認証企業等一覧に企業等の名称及び認証内容等を掲載する。 

６ 本市は、認証企業のうち、Ⅲについてファーストステージ、セカンドステージの両方で

１項目ずつ以上取組みが認められる場合に、「イクメン推進企業」として広報する。 

７ 本市は、第１項から第４項までに定める審査において、認証申請者に対し必要なヒアリ

ングや資料提出を求めることができる。 

８ 認証の有効期間について、第１項から第３項までに基づく認証は認証の日から３年間

とし、第４項に基づく認証は認証の日から２年間とする。 

９ 第１項から第４項までに定める認証は、次世代育成支援対策推進法、女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する法律、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律及び労働関係法令に違反する重大な事実がないこと又は社会通念上認

証するに相応しくないと判断される事由がないことを要件とする。また認証後にこれらの

事実や事由が判明した場合には、認証を取り消すとともに速やかに認証書を返還させる。 

10 本市は、前項並びに第８条第３項及び第４項に基づき認証を取り消す場合、本市ホーム

ページで公表済の企業等の名称及び認証内容等を認証企業等一覧から消去する。 

11 認証企業等は、本市へ様式７「大阪市女性活躍リーディングカンパニー認証辞退届出書」

を提出せずに、第９項並びに第８条第３項及び第４項に基づき認証を取り消された場合は



取り消しの日から、原則として、３年間認証の申請を行うことができない。ただし、取り

消しの日以降に、第７条第２項に基づき本市へ様式７「大阪市女性活躍リーディングカン

パニー認証辞退届出書」を速やかに提出した場合は、再び認証の基準及び要件を満たした

時点から、随時、申請することができる。 

 

（認証企業等への支援） 

第５条 本市は、次の各号に掲げる事項により、認証企業等への支援に努める。  

（１） 本市のホームページや各種広報媒体等を活用し、認証企業等の名称や取組み内容 

などを広報 

（２） 金融機関と連携し、金融機関からの融資において利率を優遇 

（３） 求職者等に対し認証企業等の取組みを紹介できる機会を提供 

（４） 認証企業等の情報を大学や市内の高校等に発信 

（５） 認証企業に対して、本市が行う総合評価入札若しくはプロポーザルによる入札又 

は指定管理者の選定に関し、本市の必要に応じて加点 

（６） チャレンジ企業に対し、取組みを推進するために必要な情報及びノウハウを提供 

（７） 認証企業に対して、指定管理者と連携し、男女共同参画センターの利用料金を優遇 

２ 認証企業等は、「大阪市女性活躍リーディングカンパニー認証マーク」を商品や広告、

名刺等に使用できる。 

 

（認証の継続・延長） 

第６条 認証企業は、第４条第８項で規定する認証の有効期間の終了を迎えるにあたり、認

証を継続して受けようとする場合は、様式４「大阪市女性活躍リーディングカンパニー認

証継続申請書」に所要事項を記載し、確認用資料を添付のうえ、当該有効期間が終了する

２か月前までに本市へ申請する。 

２ 本市は、前項により提出された申請書類について、認証の有効期間が終了する時点まで

に、第４条第１項から第３項まで及び第５項の規定を準用して審査及び認証し、認証書を

交付する。 

３ 前項に基づく認証の有効期間は、認証の日から３年間とし、以降の認証の継続の取り扱

いについては前２項の規定を準用するものとする。 

４ チャレンジ企業（〈ファーストステージ〉〈セカンドステージ〉の別に関係なく、Ⅰ～Ⅲ

を通し４項目以上で取組みが認められるものに限る）は、第４条第８項で規定する認証の

有効期間の終了を迎えるにあたり、認証期間の延長を希望する場合は、様式５「大阪市女

性活躍リーディングカンパニー認証期間延長申請書」に所要事項を記載し、当該有効期間

が終了する日の翌日から１年以内に、認証企業となることを目標として取り組むことを示

す計画資料を添付のうえ、当該有効期間が終了する２か月前までに本市へ提出する。 

５ 本市は、前項により提出された書類を審査し、当該有効期間が終了する日の翌日から１

年以内に、認証企業となる見込みがあることが認められる場合は、１年間に限り認証の有

効期間を延長することができる。 

 



（変更及び辞退の届出） 

第７条 認証企業等は、次の各号に掲げる事項について変更が生じた場合には、本市へ様式

６「大阪市女性活躍リーディングカンパニー認証変更届出書」を当該変更の生じた日から

３０日以内に提出しなければならない。 

（１） 企業等の名称 

（２） 代表者の職・氏名 

（３） 所在地 

２ 認証企業等は、第４条第１項から第４項までに規定する認証の基準並びに第２条及び

第４条第９項に規定する認証の要件を満たさなくなった場合、又は認証の継続の意思を失

った場合、本市へ様式７「大阪市女性活躍リーディングカンパニー認証辞退届出書」を速

やかに提出するとともに、認証書を返還しなければならない。 

 

（取組み状況の報告） 

第８条 認証企業等は、様式８「大阪市女性活躍リーディングカンパニー取組み状況報告書」

（以下「取組み状況報告書」という。）により、毎年４月１日時点における取組みの実施

状況を、同月末日までに本市へ報告しなければならない。ただし、次の各号に掲げる認証

企業等を除く。 

（１） 認証を受けた日から起算して１年を経過しない認証企業等 

（２） 第４条第８項に規定する有効期間終了日までの残期間が１年未満の認証企業 

２ 本市は、実施状況等の確認を行うため、必要に応じ、参考となる資料の提出を求めるこ

と及び実地調査を行うことができる。 

３ 前２項により認証企業等の取組みが第４条第１項から第３項までに示す認証の基準を

満たさなくなったと判明した場合、本市は認証を取り消すとともに速やかに認証書を返還

させる。 

４ 本市は、チャレンジ企業について、認証を受けた日から１年経過した時点で、認証を受

けたときに、１年以内に認められる見込みがあるとしていた取組みが実施されなかった場

合は、認証を取り消すことができる。認証を取り消したときは、速やかに認証書を返還さ

せる。 

 

（市長表彰） 

第９条 市長は、認証企業の中から、女性の活躍促進において特に優れた取組みを行ってい

ると認められる企業等について、表彰する。 

２ 前項の表彰に関して必要な事項は、別途市民局長が定める。 

 

（その他） 

第 10条 本要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別途市民局長が定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 26年 10月１日から施行する。 



附 則 

 この改正規定は、平成 27年 11月１日から施行する。 

附 則 

 この改正規定は、平成 28年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正規定は、平成 29年７月 14日から施行する。 

附 則 

 この改正規定は、平成 29年８月 28日から施行する。 

附 則 

 この改正規定は、平成 29年９月 20日から施行する。 

 附 則 

この改正規定は、平成 30年３月 30日から施行する。 

 附 則 

この改正規定は、令和元年５月１日から施行する。 

 附 則 

この改正規定は、令和２年 11月 11日から施行する。 

附 則 

この改正規定は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この改正規定は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この改正規定の施行の際、現に存するこの要綱による改正前の「大阪市女性活躍リー 

 ディングカンパニー」認証事業 実施要綱による様式２、様式５及び様式８の用紙は、 

 この改正規定による改正後の「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」認証事業 実 

施要綱の規定にかかわらず、当分の間なおこれを使用することができる。 

附 則 

１ この改正規定は、令和５年６月１日から施行する。 

２ この改正規定の施行の際、現に存するこの改正規定による改正前の「大阪市女性活躍 

 リーディングカンパニー」認証事業 実施要綱様式１及び様式４の用紙は、この改正規 

定による改正後の「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」認証事業 実施要綱の規 

定にかかわらず、当分の間なおこれを使用することができる。 



別表 

Ⅰ 意欲のある女性が活躍し続けられる組織づくり 

 〈ファーストステージ〉 

１ 【トップ等による女性活躍に向けた方針の明示】 

事業主（企業・団体等）として、女性の活躍を推進する旨の方針などを掲げ、労働者

への周知を行っていること。 

２ 【女性の管理職登用に向けた計画の策定】 

役員・管理職等への女性登用に向けて、具体的な目標を定めた実施計画があること。 

３ 【女性活躍に向けた研修の実施】 

女性の活躍に資するテーマを設定し、労働者に対し研修等を行っていること。 

４ 【正規・非正規間の待遇差の是正】 

意欲と能力に応じて、非正規雇用労働者を正規雇用に転換する制度や、正規雇用労働

者と同様の処遇を行うなどの措置があること。 

 〈セカンドステージ〉 

５ 【女性の職域拡大に向けた取組】 

女性労働者の職域拡大や、幅広い分野での活躍を意図し、研修の実施や資格取得のた

めの支援措置等があること。 

６ 【女性の職域拡大の実績】 

女性を配置している部署（課等）の割合がこの３年間で上昇していること。または現

在 70％以上となっていること。 

７ 【女性の管理職登用の実績（係長・チーフ相当）】 

係長・チーフ相当職に占める女性の割合がこの３年間で上昇していること。または現

在 30％以上となっていること。 

８ 【女性の管理職登用の実績（部長・課長・リーダー相当職）】 

部長相当職及び課長・リーダー相当職に占める女性の割合がこの３年間で上昇して

いること。または現在 10％以上となっていること。 

Ⅱ 仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）支援 

 〈ファーストステージ〉 

９ 【労働時間短縮の推進】 

労働時間短縮の取組として、所定外労働時間の縮減や年次有給休暇の取得促進等の

取組があること。 

10 【自己啓発・ボランティアの促進】 

自己啓発やボランティアの時間を確保できる措置があること。 

11 【仕事と家庭の両立促進】 

仕事と生活の両立を促進するため、法令を上回る措置や独自の支援制度があること。 

12 【継続雇用の促進】 

育児休業及び介護休業の取得に際し、労働者に対し、休業前、休業中、休業後のいず

れかの段階において就業継続に向けた支援、もしくは、休業中の職場をフォローする

取組があること。 



 〈セカンドステージ〉 

13 【時間外労働縮減の実績】 

労働者の法定時間外労働（法定休日労働時間を含む）の合計時間数の平均が、 直近

の事業年度の各月ごとに全て 45時間未満であること。 

14 【有給休暇の取得実績】 

年次有給休暇の平均取得率がこの３年間で上昇していること。または、直近年度で

70％以上となっていること。 

15 【育児休業・介護休業等の取得実績】 

育児・介護休業法で定める制度について、この３年間で、次のいずれかの実績がある

こと。 

①介護休業制度を 7日以上取得した労働者がいる。 

②短時間勤務制度を１ヶ月以上利用した労働者がいる。 

③所定外労働時間の免除制度を１ヶ月以上利用した労働者がいる。 

16 【女性の継続雇用の実績】 

女性労働者の継続雇用の観点から、次のいずれかの実績があること。 

①この 3年間で過去に在籍した女性労働者を採用した。 

②この 3年間の女性労働者の育児休業取得率が平均で 85％以上となっている。 

Ⅲ 男性の家庭参画支援 

 〈ファーストステージ〉 

17 【男性の育児休業・介護休業の取得促進に向けた計画の策定】 

育児休業や介護休業について、男性労働者の取得を促進するため、具体的な目標を定

めた実施計画があること。 

18 【男性の育児休業・介護休業の取得促進】 

次のいずれかの取組があること。 

①育児・介護休業（関連休暇含む）の男性労働者の取得を促進するため、情報提供や

研修等を行っている。 

②男性労働者の育児参加等への支援に積極的な管理職を増やすため、組織的に取り

組んでいる。 

③その他これらに類する取組 

 〈セカンドステージ〉 

19 【男性の育児休業の取得実績】（日数） 

法令で定める育児休業を７日以上取得した男性労働者が３年以内にいること。 

20 【男性の育児休業の取得実績】（比率） 

過去 3年間の男性労働者の育児休業取得率が、7％以上であること。 

または、過去 3年間で、男性労働者のうち、育児休業を取得した者および企業独自の

育児を目的とした休暇制度を利用した者の割合が、合わせて 15％以上であり、かつ、

育児休業等を取得した者が 1人以上いること。 
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人

人 ％

人

人 ％

〒 －

(ふりがな）

担当者
氏名

〒 －

所在地

※本社と同じ場合は記載不要　

連絡先

TEL：　　　　　　　　－　　　　　　　　　－ FAX：　　　　　　　　－　　　　　　　　　－

Ｅメール： ホームページ：http://

⇒裏面へ続く

資本金

本社
所在地

部　署
(役職)

（部署） （役職）

事業内容

うち女性

⑦ 管理職
 （④～⑥の総計）

全体

うち女性

⑥ 係長・チーフ
　 相当職

全体

うち女性

⑤  課長・リーダー
　 相当職

全体

うち女性

④ 部長相当職以上
全体

うち女性

うち女性

金融・保険 その他
③ 経営陣
 （社長・役員）

全体

不動産 飲食・宿泊

② 正規雇用
全体

情報通信 サービス うち女性

業　種
（主たる
事業に○
をつけて
下さい）

建設 卸売・小売

社　員
（社長・役
員など含

む）

役職等 人数

企業・
事業所
の名称

企業・事業
所の代表者
 職・氏名

（役職） （氏名）

割合

製造 医療・福祉
① 全社員数
 （経営陣含む）

全体

運輸 教育・学習支援

■企業または事業所の概要 【 申請単位：□ 企業単位　□ 事業所単位 】

※「事業内容」は、事業所単位の申請の場合、企業全体の事業に加え、事業所に特徴的な事業があれば御記入ください。
　「社員数」は、事業所単位の申請の場合、（　　）内に企業全体の数を御記入ください。
　「資本金」は、企業としての額を御記入ください。

■大阪府｢男女いきいき・元気宣言｣事業者登録制度にも応募する　【　□ はい　□ いいえ 】
※本認証申請書の提出をもって、大阪府「男女いきいき・元気宣言」事業者登録制度へ応募することができます。
※「応募する」にチェックされた場合、
     ① 本認証申請書、「女性活躍リーディングカンパニー・チェックシート」を大阪府へ提供します。
       （提供書類に含まれる個人情報・法人情報の取扱については、個人情報の保護に関する法律、大阪府個人情報の保護
          に関する法律施行条例及び大阪府情報公開条例を遵守し、大阪府「男女いきいき・元気宣言」事業者登録制度以外
　　    に用いることはありません。）
     ② 後日、大阪府にて審査のうえ、「男女いきいき・元気宣言」登録証をお送りします。また、登録後は大阪府
         ホームページにも掲載されます。（掲載にあたっては、別途大阪府担当者より内容確認等させていただきます。）

様式１

大阪市女性活躍リーディングカンパニー 認証申請書

【記入年月日】　　　　年　 　月　　日

大 阪 市 長 様

　別紙「女性活躍リーディングカンパニー・チェックシート」に記入し、これを挙証する資料等を添付の
うえ、認証を申請します。

■チャレンジ企業を希望する　【　□ はい　□ いいえ 】



◇大阪市内に所在する事業所の名称を御記入ください。　※事業所単位の申請の場合は記載不要。

※申請された書類等に含まれる個人情報・法人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律、大阪市個人情報の保護に関
する法律の施行等に関する条例及び大阪市情報公開条例を遵守し、本事業以外に用いることはありません。
※本認証には、法令に違反する事実がないこと、また社会通念上認証するに相応しくないと判断される事由がないことが要件となりま
す。認証後にこれらが判明した場合には、認証を取り消します。

◇ホームページ等で事業者の取組をご紹介する際の参考とさせていただくため、女性活躍の推進に向け、実施している取組の内容（取
組名、制度名、実績等）やPRポイントをご記入ください。（自由記載）

女性活躍
推進に向
けた取組

内容

　

区 区

区 区

大阪市内
事業所 区 区

区 区

事業所名称 所在区 事業所名称 所在区

区 区



0 0

   様式２　　

女性活躍リーディングカンパニー・チェックシート

＜認証要件＞

◆「一つ星認証企業」・・・・・全20項目中５項目以上（ただし、「ファーストステージ」で３項目以上）に該当していること

No.4

【正規・非正規間の待遇差の是正】

意欲と能力に応じて、非正規雇用労働者を正規雇用に転換する制度

や、正規雇用労働者と同様の処遇を行うなどの措置があること。

No.5

No.7

No.2

【女性の管理職登用に向けた計画の策定】

役員・管理職等への女性登用に向けて、具体的な目標を定めた実施

計画があること。

No.3

【女性活躍に向けた研修の実施】

企業・事業所の名称

女性の活躍に資するテーマを設定し、労働者に対し研修等を行ってい

ること。

【トップ等による女性活躍に向けた方針の明示】

No.1 事業主（企業・団体等）として、女性の活躍を推進する旨の方針など

を掲げ、労働者への周知を行っていること。

◆「チャレンジ企業認証」・・・「ファーストステージ」「セカンドステージ」を問わず３項目以上に該当、

　　　　　　　　　　　　　　　または、２項目に該当し１項目以上について１年以内に該当する見込みがある場合

＜認証基準＞（必要な添付資料や項目の詳細は別紙のとおり）

Ⅰ 意欲のある女性が活躍し続けられる組織づくり

ファーストステージ（環境整備等） セカンドステージ（実績等）

【女性の管理職登用の実績（係長・チーフ相当）】

係長・チーフ相当職に占める女性の割合がこの３年間で上昇している

こと。または現在30％以上となっていること。

　

ファーストステージ計 セカンドステージ計

No.8

【女性の管理職登用の実績（部長・課長・リーダー相当職）】

部長相当職及び課長・リーダー相当職に占める女性の割合がこの３

年間で上昇していること。または現在10％以上となっていること。

女性労働者の職域拡大や、幅広い分野での活躍を意図し、研修の実

施や資格取得のための支援措置等があること。

No.6

【女性の職域拡大の実績】

女性を配置している部署（課等）の割合がこの３年間で上昇している

こと。または現在70％以上となっていること。

【女性の職域拡大に向けた取組】

No.10

【自己啓発・ボランティアの促進】

No.14

【有給休暇の取得実績】

自己啓発やボランティアの時間を確保できる措置があること。
年次有給休暇の平均取得率が直近の３年間で上昇していること。また

は、直近年度で70％以上となっていること。

Ⅱ 仕事と生活の両立（ワーク・ライフ・バランス）支援

ファーストステージ（環境整備等） セカンドステージ（実績等）

No.9

【労働時間短縮の推進】

No.13

【時間外労働縮減の実績】

労働時間短縮の取組として、所定外労働時間の縮減や年次有給休暇の

取得促進等の取組があること。

労働者の法定時間外労働（法定休日労働時間を含む）の合計時間数

の平均が、 直近の事業年度の各月ごとに全て45時間未満であるこ

と。

Ⅲ　男性の家庭参画支援

ファーストステージ（環境整備等） セカンドステージ（実績等）

仕事と生活の両立を促進するため、別紙に掲げる法令を上回る措置や

独自の支援制度があること。

法令で定める制度の次のいずれかの取得実績が３年以内にあること。

　①介護休業制度を7日以上取得

　②短時間勤務制度を1ヵ月以上利用

　③所定外労働時間免除制度を1ヵ月以上利用

No.12

【継続雇用の促進】

No.16

【女性の継続雇用の実績】

No.11

【仕事と家庭の両立促進】

No.15

【育児休業・介護休業等の取得実績】

育児休業及び介護休業の取得に際し、労働者に対し、休業前、休業

中、休業後のいずれかの段階において就業継続に向けた支援、もしく

は、休業中の職場をフォローする取組があること（男女不問）。

女性労働者の継続雇用の観点から、別紙に掲げるいずれかの実績があ

ること。

◆「三つ星認証企業」・・・・・「ファーストステージ」「セカンドステージ」で各８項目以上

育児休業や介護休業について、男性の取得を促進するために、別紙に

掲げるいずれかの取組があること。

過去3年間の男性労働者の育児休業取得率が、7％以上であること。

または、別紙に掲げる実績があること。

育児休業や介護休業について、男性労働者の取得を促進するため、具

体的な目標を定めた実施計画があること。

法令で定める育児休業を７日以上取得した男性労働者が３年以内に

いること。

No.18

【男性の育児休業・介護休業の取得促進】

No.20

【男性の育児休業の取得実績】（比率）

No.17

【男性の育児休業・介護休業の取得促進に向けた計画の策定】

No.19

【男性の育児休業の取得実績】（日数）

◆「二つ星認証企業」・・・・・「ファーストステージ」「セカンドステージ」で各５項目以上



No.7

No.8

＜添付書類の例＞

組織図（男女別人数を付記）

No.5

【女性の職域拡大に向けた取組】

＜項目の詳細＞

資格取得費用の補助、資格手当の支給、資格受験に利用できる休暇制度等があること。

＜添付書類の例＞

規定、パンフレット等の写し

別紙

No.1

【トップ等による女性活躍に向けた方針の明示】

＜添付資料の例＞

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画、社内通達、役員会議議事録、社内報、研修資料、ホームページ、メールやSNS（公式の

もの）等によるトップの発信等の写し（女性活躍を含むダイバーシティ全体の方針も可とする）

＜留意事項＞

本認証には、法令に違反する事実がないこと、また社会通念上認証するにふさわしくないと判断される事由が

ないことが要件となります。

認証後にこれらが判明した場合には、認証を取り消します。またこの場合、本市ホームページで公表済の企業

等の名称及び認証内容等を認証企業等一覧から消去します。

No.4

【正規・非正規間の待遇差の是正】

＜添付資料の例＞

就業規則、休業規定、給与規定、制度ガイド等の写し

No.2

【女性の管理職登用に向けた計画の策定】

No.9

【労働時間短縮の推進】

＜項目の詳細＞

‘ノー残業デー’の設定、労使協議等、時間休暇の導入、年間取得計画の策定、取得日数や取得率の目標設定等があること。

＜添付資料の例＞

ノー残業デー周知メール、会議資料、就業規則、休業規定、社内通達等の写し

No.10

＜項目の詳細＞

「管理職等」・・・部長相当職、課長・リーダー相当職、係長・チーフ相当職

＜添付資料の例＞

目標値や目標時期等を明記した実施計画、一般事業主行動計画等の写し

企業・事業所の名称

＜認証基準＞（必要な添付資料や項目の詳細）

【自己啓発・ボランティアの促進】

【女性の職域拡大の実績】

①（今年度）　　　％　　②（前々年度）　　％

【女性の管理職登用の実績（係長・チーフ相当）】添付書類不要（数値の記載のみ）

①今年度　（女性数　　名/総数　　名）＝　　％ 　②前々年度（女性数　　名/総数　　名）＝　　％

＜項目の詳細＞

勤務時間内における外部研修受講や災害を受けた地域の復興支援、地域活動などのための休暇制度等があること。

＜添付資料の例＞

就業規則、休業規定等の写し

【女性の管理職登用の実績（部長・課長・リーダー相当職）】添付書類不要（数値の記載のみ）

①今年度　（女性数　　名/総数　　名）＝　　％ 　②前々年度（女性数　　名/総数　　名）＝　　％

No.3

【女性活躍に向けた研修の実施】

＜添付資料の例＞

研修資料等の写し

（研修内容の例）

　・女性活躍の意義　・男女の固定的な役割分担意識の解消　・性別にとらわれない能力開発、人材育成

　・仕事と生活の両立（ワーク・ライフ・バランス）　・ハラスメントの防止　・働き方の見直し　・女性の健康課題　など

No.6



＜認証基準＞（必要な添付資料や項目の詳細）

No.13

No.14

No.15

No.19

No.20

【男性の育児休業の取得実績】（比率）添付書類不要（数値の記載のみ）〔　　　％〕

＜項目の詳細＞

過去3年間の男性従業員の育児休業取得率が、7％以上でない場合は、過去3年間で、男性労働者のうち、育児休業等を取得した者およ

び企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者の割合が、合わせて15％以上であり、かつ、育児休業等を取得した者が1人以上

いること。〔　　　％　　　名〕

No.16

＜項目の詳細＞

次のいずれかの実績があること

①この3年間で過去に在籍した女性従業員を採用した　〔　　　名〕

②この3年間の女性従業員の育児休業取得率が平均で85％以上となっている　〔　　　％〕

No.18

【男性の育児休業・介護休業の取得促進】

＜項目の詳細＞

次のいずれかの取組があること。

①育児・介護休業（関連休暇含む）の男性の取得を促進するため、情報提供や研修等を行っている。

②育児参加等への支援に積極的な管理職を増やすため組織的に取り組んでいる。

③その他これらに類する取組

＜添付書類の例＞

①社内報、電子メール、研修資料等の写し

②研修資料（イクボス研修等）、役員会議資料、社内通達等の写し

No.17

【男性の育児休業・介護休業の取得促進に向けた計画の策定】

＜添付資料の例＞

目標値や目標時期等を明記した実施計画、一般事業主行動計画等の写し

【男性の育児休業の取得実績】（日数）添付書類不要（数値の記載のみ）〔　　　名〕

【育児休業・介護休業等の取得実績】添付書類不要（数値の記載のみ）

①介護休業制度を7日以上取得〔　　名〕　　②短時間勤務制度を1ヵ月以上利用〔　　名〕

③所定外労働時間免除制度を1ヵ月以上利用〔　　名〕

【女性の継続雇用の実績】添付書類不要（数値の記載のみ）

【時間外労働縮減の実績】添付書類不要

【有給休暇の取得実績】添付書類不要（数値の記載のみ）

①（昨年度）　　　％　　　②（3年度前）　　　％

※全取得日数／全付与日数(繰越日数を含まない)×100（％）

＜項目の詳細＞

次のいずれかの措置があること。

①有給の特別休暇（妊婦検診のための休暇、妻の出産休暇、子どもの学校行事に参加するための休暇等法令を上回るもの）

②柔軟な勤務体制（フレックスタイム、時差出勤、短時間勤務やテレワーク等の措置で法令を上回るもの）

③事業所内保育施設の設置・運営

④育児や介護等に要する経費の援助等

⑤その他これらに類する取組

＜添付資料の例＞

①②就業規則、休業規定、制度ガイド、ホームページ等の写し

③④パンフレットの写し

＜項目の詳細＞

次のいずれかの措置があること。

①利用できる制度等のガイダンスや、人事労務担当部局・管理職との面接

②休業中も職場の状況が把握できる措置（社内報の送付、電子メールの交換、人事担当や管理職との情報交換等）

③リモート講習、職場復帰直後講習等の職場復帰プログラム

④育児休業中や介護休業中のフォロー体制の確保（代替要員等）

⑤その他これらに類する取組

＜添付資料の例＞

①制度ガイド、イントラネット、面接実施要領等の写し

②社内報、電子メール等の写し、在宅でイントラネットを閲覧できることがわかる資料等

③実施要領、説明資料、ホームページ等の写し

④派遣申請資料等の写し

【継続雇用の促進】

No.11

No.12

【仕事と家庭の両立促進】



ＯＷＬ   号 

大阪市女性活躍リーディングカンパニー 

認  証  書 

認証レベル：（★／★★／★★★） 

 殿 

 

 

 

 

 

 

大阪市女性活躍リーディングカンパニー認証事業実施要綱第４条の規定により、 

 

下記のとおり認証します。 

 

認 証 番 号：第    号 

認証年月日：   年  月  日 

有 効 期 限：   年  月  日 

 

 

大阪市長    印 

 



様式３－２ 

 

ＯＷＬＣ   号 

大阪市女性活躍リーディングカンパニー 

認  証  書 

「チャレンジ企業」 

 殿 

 

 

 

 

 

 

大阪市女性活躍リーディングカンパニー認証事業実施要綱第４条の規定により、 

 

下記のとおり認証します。 

 

認 証 番 号：第    号 

認証年月日：   年  月  日 

有 効 期 限：   年  月  日 

 

 

大阪市長    印 

 



認証番
号

(ふりがな） (ふりがな）

社員数

　

名 （　　　）

従業員数

（社員数－経営陣）

（　　　）

計 名 名 名

名

〒 －

(ふりがな）

担当者
氏名

〒 －

◇大阪市内に所在する事業所の名称を御記入ください。　※事業所単位の申請の場合は記載不要。

※「事業内容」は、事業所単位の申請の場合、企業全体の事業に加え、事業所に特徴的な事業があれば御記入ください。
　「社員数」は、事業所単位の申請の場合、（　　）内に企業全体の数を御記入ください。
　「資本金」は、企業としての額を御記入ください。

第　　　　号 認証の種別 有効期間の満了日 　　　　年　　月　　日

様式４

大阪市女性活躍リーディングカンパニー 認証継続申請書

【記入年月日】　　　　年　 　月　　日

大 阪 市 長 様

　別紙「女性活躍リーディングカンパニー・チェックシート」に記入し、これを挙証する資料等を添付のう
え、認証を申請します。

■企業または事業所の概要 【 申請単位：□ 企業単位　□ 事業所単位 】

企業・
事業所
の名称

企業・事業
所の代表者
 職・氏名

（役職） （氏名）

名

非正規雇用

製造 医療・福祉
女性 名 名 名

運輸

建設 卸売・小売

社　員
（社長・役
員など含

む）

経営陣（社長・役員） 正規雇用

教育・学習支援

事業内容

（　　　　） （　　　　） （　　　　）

資本金

名
情報通信 サービス

（　　　） （　　　）

金融・保険 その他
　
　

　

業　　種
（主たる事
業に○をつ
けて下さ
い）

（　　　） （　　　）

不動産 飲食・宿泊
男性 名

所在地

※本社と同じ場合は記載不要　

連絡先

TEL：　　　　　　　　－　　　　　　　　　－ FAX：　　　　　　　　－　　　　　　　　　－

Ｅメール： ホームページ：http://

本社
所在地

部　署
(役職)

（部署） （役職）

区 区

区 区

大阪市内
事業所

事業所名称 所在区 事業所名称 所在区

区 区

※申請された書類等に含まれる個人情報・法人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律、大阪市個人情報の保護に関す
る法律の施行等に関する条例及び大阪市情報公開条例を遵守し、本事業以外に用いることはありません。
※本認証には、法令に違反する事実がないこと、また社会通念上認証するに相応しくないと判断される事由がないことが要件となりま
す。認証後にこれらが判明した場合には、認証を取り消します。

区 区

区 区



認証番号 第　　　　　号

企業等の名称

本社（本部）所在地

市内事業所所在地

連絡先

　　　　　年　 　月　　日

大阪市女性活躍リーディングカンパニー 認証期間延長申請書

様式５　

代表者の職氏名

所属・氏名

    　 □　一つ星認証企業への移行
   　  □　二つ星認証企業への移行
　　  □　三つ星認証企業への移行
     ※上記目標の実現に向けた計画資料を添付すること

    　 セカンドステージ　　　計　　　項目

   　  ファーストステージ　　計　　　項目

大 阪 市 長 様

   大阪市女性活躍リーディングカンパニー「チャレンジ企業」の認証の有効期間の終了にあたり、認
証期間の延長を希望しますので、「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」認証事業 実施要綱第
６条第４項に基づき、必要な計画資料を添付のうえ、認証期間の延長を申請します。

   　 　　　　年　　月　　日有効期間の終了日

期間延長をした場合
の到達目標

有効期間終了時点で
認証基準を満たす項目

（担  当  者）



 

 

様式６ 

 

大阪市女性活躍リーディングカンパニー 認証変更届出書 

 

   年   月   日  

 

大 阪 市 長 様 

 

企業等の名称 

代表者の職氏名 

本社（本部）所在地 

市内事業所所在地 

                   電話番号 

 

 「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」認証事業実施要綱第７条第１項により、下記のとおり

届け出ます。 

 

記 

 

 １ 認 証 番 号   第         号 

 ２ 認証年月日       年  月  日 

 ３ 変 更 内 容 

 変更前 変更後 

企業等の名称 
 

 

 

代表者の職氏名 
 

 

 

本社（本部）所在地 
 

 

 

市内事業所所在地 
 

 

 

   変更した項目についてのみ記入してください。 

 

 

 

 

 



 

様式７ 

 

大阪市女性活躍リーディングカンパニー 認証辞退届出書 

 

   年   月   日  

 

大 阪 市 長 様 

 

企業等の名称 

代表者の職氏名 

本社（本部）所在地 

市内事業所所在地 

                   電話番号 

 

 「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」認証事業実施要綱第７条第２項により、認証を辞退し

たいので、認証書を添えて下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

 １ 認 証 番 号   第         号 

 

 ２ 認証年月日       年  月  日 

 

 ３ 辞 退 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式８ 

 

大阪市女性活躍リーディングカンパニー 取組み状況報告書 

 

  年  月  日  

 

大 阪 市 長 様 

                    

 

企業等の名称   

代表者の職氏名 

本社（本部）所在地 

市内事業所所在地 

 

 

 「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」認証事業実施要綱第８条第１項の規定によ

り、取組み状況について下記のとおり報告します。 

 

記 

 

認証番号 

第    号 

  

     作成担当者 

所属・氏名 

（連絡先） 

  

 

○ 前回報告時（認証時）からの変更点 

（「女性活躍リーディングカンパニー・チェックシート」に沿って、チェックの当否に変 

更があれば項目毎にその旨をお書きください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 新たにチェックされた項目について、チェックシート中に示す挙証資料を添付してく

ださい。 

※ 認証基準を満たさなくなった場合、認証を取り消させていただくとともに認証書を返 

還していただきます。 

 

 



○ 経営陣や管理職に占める女性の割合 

（統計が目的であり認証を左右するものではありません） 

 

基準日；当該年度の 4月 1日 

    役   職   等 今年度 前年度 

   

①社長・役員相当職 

      （経営陣） 

全 体   人   人 

うち女性   
人 

％ 
  

人 

％ 

 

②部長相当職以上の管理職 

 

全 体   人   人 

うち女性   
人 

％ 
  

人 

％ 

 

③課長・リーダー相当職 

 

全 体   人   人 

うち女性   
人 

％ 
  

人 

％ 

 

④係長・チーフ相当職 

 

全 体   人   人 

うち女性   
人 

％ 
  

人 

％ 

 

⑤管理職（②～④）の総計 

 

全 体   人   人 

うち女性   
人 

％ 
  

人 

％ 

 

 


